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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
粗圧延機と、該粗圧延機の下流側に設置された仕上圧延機と、該仕上圧延機の下流側に設
置された巻き取り機とを具備する、熱延鋼板の製造装置を用いて熱延鋼板を製造する方法
であって、
　前記熱延鋼板の製造装置は、熱延鋼板の幅方向の温度分布を変更可能な温度変更手段、
及び、該温度変更手段の動作を制御可能な制御装置を備え、
　前記温度変更手段は、前記粗圧延機と前記巻き取り機との間に配置され、
　少なくとも、前記熱延鋼板の平坦度を測定可能な平坦度計、及び、前記熱延鋼板の幅方
向の温度を測定可能な幅方向温度計が、前記仕上圧延機の出側に備えられ、かつ、前記熱
延鋼板の平坦度を測定可能な平坦度計が、前記巻き取り機の入側に備えられており、
　前記熱延鋼板の平坦度の目標値を定める、平坦度特定工程と、
　前記平坦度計による測定結果と前記幅方向温度計による測定結果とに基づいて、前記熱
延鋼板の平坦度と前記熱延鋼板の幅方向温度との関係を特定する、関係特定工程と、
　前記平坦度特定工程で定められた前記平坦度の目標値と、前記関係特定工程で特定され
た前記関係と、に基づいて、少なくとも、前記巻き取り機の入側における前記熱延鋼板の
幅方向温度差の目標値を定める、温度差特定工程と、
　少なくとも、前記巻き取り機の入側における前記熱延鋼板の幅方向温度差が、前記温度
差特定工程で定められた前記巻き取り機の入側における前記幅方向温度差の目標値となる
ように、前記温度変更手段の動作を制御する、動作制御工程と、を有することを特徴とす
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る、熱延鋼板の製造方法。
【請求項２】
さらに、前記熱延鋼板の幅方向の温度を測定可能な幅方向温度計が、前記巻き取り機の入
側に備えられることを特徴とする、請求項１に記載の熱延鋼板の製造方法。
【請求項３】
さらに、前記熱延鋼板の平坦度を測定可能な平坦度計、及び／又は、前記熱延鋼板の幅方
向の温度を測定可能な幅方向温度計が、前記仕上圧延機に備えられることを特徴とする、
請求項１又は２に記載の熱延鋼板の製造方法。
【請求項４】
さらに、前記熱延鋼板の幅方向の温度を測定可能な幅方向温度計が、前記粗圧延機の出側
、及び／又は、前記仕上圧延機の入側に備えられることを特徴とする、請求項１～３のい
ずれか１項に記載の熱延鋼板の製造方法。
【請求項５】
前記温度変更手段に、下記（ａ）～（ｈ）からなる群より選択される１又は２以上が含ま
れることを特徴とする、請求項１～４のいずれか１項に記載の熱延鋼板の製造方法。
　（ａ）前記熱延鋼板の幅方向端部を加熱可能な、前記粗圧延機と前記仕上圧延機との間
に設置された端部加熱装置。
　（ｂ）前記熱延鋼板の幅方向端部を冷却可能な、前記粗圧延機と前記仕上圧延機との間
に設置された端部冷却装置。
　（ｃ）前記熱延鋼板へ向けて噴射される冷却剤の流量分布を前記熱延鋼板の幅方向で変
更可能な、前記仕上圧延機に設置された幅方向冷却装置。
　（ｄ）前記熱延鋼板と接触する前記仕上圧延機のロールへ向けて噴射される冷却剤の流
量分布を前記熱延鋼板の幅方向で変更可能な、前記仕上圧延機に設置されたロール冷却装
置。
　（ｅ）前記熱延鋼板へ向けて噴射された冷却剤が前記熱延鋼板の幅方向端部表面へ到達
することを阻害可能な、前記仕上圧延機と前記巻き取り機との間に設置された端部マスキ
ング冷却装置。
　（ｆ）前記熱延鋼板へ向けて噴射される冷却剤の流量分布を前記熱延鋼板の幅方向で変
更可能な、前記仕上圧延機と前記巻き取り機との間に設置された幅方向冷却装置。
　（ｇ）前記熱延鋼板へ向けて噴射される冷却剤の、前記熱延鋼板の幅方向における流量
分布が固定され、かつ、前記冷却剤の噴射／非噴射を冷却装置毎に変更可能な、前記仕上
圧延機と前記巻き取り機との間に設置された複数の冷却装置。
　（ｈ）前記熱延鋼板の表面及び／又は裏面へ向けて噴射される冷却剤の噴射形態を変更
可能な、前記仕上圧延機と前記巻き取り機との間に設置された表裏面冷却装置。
【請求項６】
前記温度変更手段に、前記（ｅ）～（ｈ）からなる群より選択される１又は２以上の冷却
装置が含まれ、該冷却装置に、前記熱延鋼板の平坦度を測定可能な平坦度計、及び／又は
、前記熱延鋼板の幅方向の温度を測定可能な幅方向温度計が備えられることを特徴とする
、請求項５に記載の熱延鋼板の製造方法。
【請求項７】
さらに、前記仕上圧延機によって圧延される前記熱延鋼板の平坦度を変更可能な平坦度変
更手段、及び、該平坦度変更手段の動作を制御可能な平坦度制御装置が備えられることを
特徴とする、請求項１～６のいずれか１項に記載の熱延鋼板の製造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、熱延鋼板の製造装置及び熱延鋼板の製造方法に関し、特に、平坦度に起因す
る熱延鋼板の品質不良を低減することが可能な、熱延鋼板の製造装置及び熱延鋼板の製造
方法に関する。
【背景技術】
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【０００２】
　熱延鋼板は、加熱炉で加熱されたスラブを粗圧延機で粗圧延して粗圧延材とし、搬送テ
ーブルを用いて粗圧延機から仕上圧延機へ所定の搬送パターンで搬送し、仕上圧延機で所
定の寸法へと圧延し、所定の条件で冷却する冷却工程を経た後、最終的に巻き取り機にて
巻き取られることで製造される。
【０００３】
　この際、仕上圧延機出側における鋼板の平坦度（鋼板の平坦形状）が不良であると、冷
却工程でさらに鋼板の平坦度が崩れてしまい、冷却工程後の平坦度が不良になるという問
題があった。このような平坦度不良を解決するため、これまでに、熱延鋼板の製造方法が
提案されてきている。
【０００４】
　例えば、特許文献１には、冷却工程後の平坦度がフラットの場合が必ずしも平坦度起因
に関する品質不良が最小になるとは限らないことに着目し、少なくともスリ疵、水乗りマ
ーク、コイラエッジ疵に関する品質不良が最小になるように、過去の実績に基づきオフラ
インもしくはオンラインにて冷却工程後の平坦度の最適目標値を設定すること等を特徴と
する熱延鋼板の製造方法が記載されている。また、特許文献１には、冷却工程後の平坦度
が設定された目標値となるように、冷却工程前後に平坦度計を設置し、冷却工程における
平坦度の変化に応じて仕上圧延機出側の平坦度の目標値を修正し、冷却工程前の平坦度が
修正した平坦度の目標値となるように、仕上圧延機内のワークロールベンダー、バックア
ップロールベンダー、ワークロールシフト、中間ワークロールシフト、ペアクロス等の平
坦度変更アクチュエータの設定を変更する技術も記載されている。また、特許文献１には
、冷却工程における平坦度の変化は鋼板の幅方向の温度分布と関係するため、平坦度計だ
けではなく平坦度計直近に設置した幅方向温度計の実績も用いて冷却工程における平坦度
の変化をより精度良く推定する工夫についても記載されている。
【０００５】
　また、特許文献２には、圧延機出側で板形状を検出し、検出結果に基づき形状制御端を
調整して板形状を制御する温間又は冷間圧延において、圧延機出側で板を冷却した後に板
幅方向の形状分布及び板温度分布を検出し、検出した板幅方向の板温度分布に基づいて板
幅方向の温度分布がほぼ一様となるように板幅方向の冷却媒体散布量分布を調整するとと
もに、検出した形状分布に基づいて目標板形状となるように圧延機の形状制御端を調整す
ることを特徴とする板の温間又は冷間圧延における形状制御方法が記載されている。
【０００６】
【特許文献１】特願２００８－５０６３９号
【特許文献２】特開平２－２５５２０９号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　特許文献１に開示されている技術では、鋼板の幅方向の温度分布も考慮して、冷却工程
後の平坦度を予測している。そのため、鋼板の幅方向の温度分布を考慮せずに冷却工程に
おける平坦度の変化を予測する場合と比較して、冷却工程後の平坦度を精度良く推定でき
るため、平坦度に起因する品質不良が最小となるように平坦度を制御しながら熱延鋼板を
製造できる特徴がある。しかしながら、特許文献１に開示されている技術において、幅方
向温度計は、冷却工程における平坦度の変化のばらつきを低減するためではなく、あくま
でも冷却工程における平坦度の変化を予測するために利用するだけである。そのため、冷
却工程における平坦度の変化の予測が外れた場合には、冷却工程後の平坦度が設定した目
標から外れ、平坦度に起因する熱延鋼板の品質不良を充分に低減できない虞があるという
問題点があった。
【０００８】
　また、特許文献２に開示されている技術によれば、圧延機出側付近における幅方向温度
分布をほぼ一様にすることで、圧延機出側付近の幅方向温度分布が平坦度に与える影響を
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排除することができる。しかし、特許文献２に開示されている技術は、温間又は冷間圧延
における形状制御方法であるため、熱延鋼板の製造時に仕上圧延機と巻き取り機との間に
配置された冷却装置を用いて行われるような冷却工程を想定していないばかりか、温間又
は冷間圧延に比べて熱間圧延での幅方向の温度差は大きいことが知られている。それゆえ
、特許文献２に開示されている技術により、仕上圧延工程と冷却工程との間における熱延
鋼板の幅方向温度分布をほぼ一様にするのに要する冷却媒体散布量は、温間又は冷間圧延
に比べて熱間圧延では多くなってしまい、設備上の制約で幅方向温度分布をほぼ一様にす
ることが困難である。また、多額の費用をかけて、ほぼ一様にできる設備を設置したとし
ても、特許文献２で想定していない冷却工程によって平坦度が変化してしまうため、特許
文献２に開示されている技術を用いても冷却工程後の熱延鋼板の平坦度を目標どおりに制
御できず、平坦度に起因する熱延鋼板の品質不良を低減できない虞があるという問題があ
った。
【０００９】
　そこで、本発明は、平坦度に起因する熱延鋼板の品質不良を低減することが可能な、熱
延鋼板の製造装置及び熱延鋼板の製造方法を提供することを課題とする。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
　本発明者らは、上記課題を解決すべく、熱延鋼板の製造装置及び熱延鋼板の製造方法に
ついて調査した結果、以下の知見を得た。
【００１１】
　（１）知見１
  鋼板の種類、及び、冷却工程の操業条件がほぼ同様であるものを対象に、鋼板の長手方
向位置及び幅方向位置の同一点について、仕上圧延機出側及び巻き取り機直前に配置した
平坦度計を用いて平坦度を測定した。結果を図４に示す。図４の縦軸が巻き取り直前の熱
延鋼板の平坦度［％］であり、同横軸が仕上圧延機の出側における熱延鋼板の平坦度［％
］である。図４より、仕上圧延機出側の平坦度と巻き取り機直前の平坦度との間には、直
線で近似可能な関係（傾きをＡ、切片をＢとする）が成立するが、必ずしも原点を通るわ
けではない。これは、仕上圧延機出側における鋼板の平坦度（＝急峻度）がゼロ、すなわ
ち鋼板が平坦（フラット）であっても、冷却工程で鋼板の平坦度が変化し、その結果、巻
き取り機直前における鋼板の平坦度が概ねマイナス、すなわち、中伸び傾向となっている
ことを意味する。
【００１２】
　その原因を調査すべく、仕上圧延機出側における鋼板の平坦度が－０．５％～０．５％
であったデータを対象に、仕上圧延機出側に設置した平坦度計の近傍に設置した幅方向温
度計の測定値と、巻き取り機直前に設置した平坦度計の測定値との関係を調査した。結果
を図５に示す。図５の縦軸が仕上圧延機の出側における熱延鋼板の幅方向温度偏差［℃］
であり、同横軸が巻き取り直前の熱延鋼板の平坦度［％］である。図５のＢは、図４にお
ける直線の切片と対応している。ここで、「幅方向温度偏差」は、鋼板の幅方向中央部に
対するエッジ部の温度の低下量（鋼板の幅方向中央部の温度と鋼板の幅方向端部の温度と
の差）であり、そのエッジ部の位置は平坦度計による平坦度の測定位置とほぼ同一位置に
している。図５より、幅方向温度偏差が大きいほど、巻き取り機直前における鋼板の平坦
度がマイナス側に変化している。すなわち、図５より、幅方向温度偏差と冷却工程におけ
る平坦度の変化との間には相関があることが判明した。
【００１３】
　ところで、特許文献１に開示されている技術では、仮に、巻き取り機直前における鋼板
の平坦度をゼロにする場合、仕上圧延機出側における鋼板の平坦度の目標を－Ｂ／Ａに設
定することで、巻き取り機直前における鋼板の平坦度を概ねゼロにできる特徴がある。こ
れは、図５に示されるように、仕上圧延機出側における幅方向温度偏差の平均がΔＴｆで
あることを前提にして、仕上圧延機出側における鋼板の平坦度の目標を設定することを意
味する。したがって、仕上圧延機出側における幅方向温度偏差がΔＴｆになるように幅方
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向温度偏差を変更する装置（以下において、「温度変更手段」又は「幅方向温度変更アク
チュエータ」ということがある。）を使用することで、冷却工程における鋼板の平坦度の
変化のばらつきを小さくすることができ、その結果、図４に示す仕上圧延機出側における
鋼板の平坦度と巻き取り機直前における鋼板の平坦度との直線の関係がより明確になるこ
とを知見した。なお、特許文献２に開示されている技術では、幅方向温度偏差をゼロにす
る必要があるため、幅方向温度変更アクチュエータの駆動に要する製造コストが高くなる
が、仕上圧延機出側における幅方向温度偏差がΔＴｆになるように制御する本技術を用い
れば、幅方向温度偏差を必ずしもゼロにする必要がないため、幅方向温度変更アクチュエ
ータの駆動に要する製造コストを削減できるメリットもある。
【００１４】
　（２）知見２
  さらに、図５において仕上圧延機出側における幅方向温度偏差がΔＴｆ近傍である１５
℃～２０℃に限定して、巻き取り機直前に設置した平坦度計の測定値と、当該平坦度計の
近傍に設置した幅方向温度計の測定値から算出した幅方向温度偏差との関係を調査した。
結果を図６に示す。図６の縦軸が巻き取り直前の熱延鋼板の幅方向温度偏差［℃］であり
、同横軸が巻き取り直前の熱延鋼板の平坦度［％］である。図６のＢは、図４における直
線の切片と対応している。図６より、仕上圧延機出側の幅方向温度偏差がΔＴｆとなるよ
うに幅方向温度変更アクチュエータを使用するのみならず、巻き取り機直前の幅方向温度
偏差をΔＴｃとなるように使用することで、仕上圧延機出側における鋼板の平坦度と巻き
取り機直前における鋼板の平坦度との関係がより一層明確になり、鋼板の平坦度のばらつ
きを小さくすることができることを知見した。
【００１５】
　（３）知見３
  図５や図６に結果が示される調査と同様の調査を、様々な鋼板の種類、寸法、及び操業
条件に対して行ったところ、特許文献１に記載されているように、鋼板の種類、寸法、及
び操業条件に応じて図４に示される直線の傾きＡや切片Ｂの定数が変化することと同様に
、図５に示されるΔＴｆや図６に示されるΔＴｃも変化し、さらに、仕上圧延機出側にお
ける鋼板の平坦度によってもこれら（ΔＴｆやΔＴｃ）が変化することを知見した。した
がって、仕上圧延機出側に設置した平坦度計の測定値も考慮して、製造すべき鋼板のΔＴ
ｆやΔＴｃを変更するように幅方向温度変更アクチュエータを使用することで、冷却工程
における平坦度のばらつきをより一層低減することができる。
【００１６】
　（４）知見４
  幅方向温度変更アクチュエータは、鋼板の幅方向中央部の温度を維持しつつ、幅方向端
部の特定部分のみを加熱／冷却可能なものであることが好ましく、仕上圧延機入側（すな
わち粗圧延機と仕上圧延機との間）、仕上圧延機内、仕上圧延機出側、及び、巻き取り機
直前のいずれの場所に設置してもよい。以下に、上記知見を用いた動作制御が可能な幅方
向温度変更アクチュエータを例示する。以下に例示する複数の幅方向温度変更アクチュエ
ータは、２以上を組み合わせて使用してもよく、以下に例示する複数の幅方向温度変更ア
クチュエータの機能を兼ね備えた一の装置を使用してもよい。
【００１７】
　１）特公昭６０－１２５号公報に記載された、トランスバース・フラックス・ヒーティ
ング型インダクターや、ロンジテューデイナル・ヒーティング型インダクター等の電気的
な端部加熱装置。
  ２）特開２００５－２７１０５２号公報に記載された、サイドガイドに設置された幅方
向の端部の特定位置を冷却する冷却装置。
  ３）特開２０００－１９２１４６号公報に記載された、冷却装置の上下面それぞれに鋼
板表面に平行な台形状の遮蔽板を通板方向に移動させることで、幅方向の流量分布を変更
することができる冷却装置。
  ４）特開昭５９－１９７３１３号公報に記載された、仕上圧延機出側に設置された冷却
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装置において、上部冷却装置からの注水幅を調整する受水板を幅方向に移動可能に設置し
たエッジマスキング装置、及び／又は、下部冷却装置から噴射された冷却水の流れを調整
する遮蔽板を幅方向に移動可能に設置したエッジマスキング装置。
【００１８】
　上記１）～４）は、鋼板の幅方向中央部の温度を維持しつつ、幅方向端部の温度を変更
できる特徴があるが、以下に示す冷却装置では、幅方向端部の温度のみならず、幅方向中
央部の温度も変化してしまうため、幅方向中央部の温度を維持するように冷却装置の設定
を変更することが必要となる。すなわち、幅方向中央部の温度が所定の温度になるように
制御しながら鋼板を製造する場合、以下に示す幅方向温度変更アクチュエータを用いると
、幅方向中央部に加えて幅方向端部の温度も変化してしまうため、幅方向温度偏差を所定
の値に制御するためには、冷却工程の冷却条件も考慮しながら下記冷却装置を含む幅方向
温度変更アクチュエータの動作を制御する必要がある。
【００１９】
　５）特開２０００－３１７５１３号公報に記載された、仕上圧延機出側から巻き取り機
までに設置している冷却装置。この冷却装置は、幅方向中央部の温度を所定の温度とすべ
く、通板方向に多数の冷却スプレー列が鋼板の上下面と向かい合うように設置されており
、通常は幅方向の流量特性を固定したまま、各スプレーから噴射される冷却水の流量を個
別に変更するか、又は、各スプレーの駆動用のバルブをＯＮ／ＯＦＦすることで、所定の
冷却指示を満足するように使用される。そのため、これらスプレーの一部について、幅方
向の流量特性を意図的に変化するように設備改造し、それら複数のスプレーを組み合わせ
ることにより、幅方向端部の温度を幅方向中央部に対して相対的に変更することができる
。
  ６）上記５）のような冷却装置でも、下面からのスプレーを多く使用すると、幅方向の
流量特性を意図的に変更せずとも、鋼板に接触することなく鋼板の横を上方へと噴き上げ
られた冷却水が鋼板の幅方向端部上面へと落下することにより、鋼板の端部が過冷却され
る。そのため、この特徴を活かすべく、鋼板の上下面へ向けてスプレーから噴射される冷
却水流量、又は、鋼板の上下面へ向けて冷却水を噴射するスプレーのＯＮ／ＯＦＦ本数を
上下面でそれぞれ個別に変更することにより、幅方向端部の温度を幅方向中央部に対して
相対的に変更することができる。
【００２０】
　（５）知見５
  幅方向温度計は平坦度計の近傍、すなわち、平坦度計から５ｍ程度以内に設置すること
が好ましいが、設置スペースが狭く、両者が接近せざるを得ない場合がある。そのため、
両者の測定視野が重なっても、各機器（幅方向温度計及び平坦度計）から鋼板へと向かう
波長が干渉することなく各機器を用いた測定が正常に行えるように、それぞれの機器の測
定波長を互いに異なるように設定すべきである。例えば、幅方向温度計の測定波長を０．
７μｍ以上の赤外線とし、平坦度計の測定波長を０．４μｍ以上０．７μｍ未満の紫外線
とする等により、各機器の測定を正常に行うことが可能になる。なお、各機器の測定を正
常に行うことが可能であれば、各機器の具体的な測定波長は特に限定されるものではない
。
【００２１】
　本発明は、上記知見に基づいて完成されたものである。以下、本発明について説明する
。
【００２２】
　本発明は、粗圧延機と、該粗圧延機の下流側に配置された仕上圧延機と、該仕上圧延機
の下流側に配置された巻き取り機とを具備する、熱延鋼板の製造装置を用いて熱延鋼板を
製造する方法であって、熱延鋼板の製造装置は、熱延鋼板の幅方向の温度分布を変更可能
な温度変更手段、及び、該温度変更手段の動作を制御可能な制御装置を備え、温度変更手
段は粗圧延機と巻き取り機との間に配置され、少なくとも、熱延鋼板の平坦度を測定可能
な平坦度計、及び、熱延鋼板の幅方向の温度を測定可能な幅方向温度計が、仕上圧延機の



(7) JP 5124856 B2 2013.1.23

10

20

30

40

50

出側に備えられ、かつ、熱延鋼板の平坦度を測定可能な平坦度計が、巻き取り機の入側に
備えられており、熱延鋼板の平坦度の目標値を定める平坦度特定工程と、平坦度計による
測定結果と幅方向温度計による測定結果とに基づいて、熱延鋼板の平坦度と熱延鋼板の幅
方向温度との関係を特定する関係特定工程と、平坦度特定工程で定められた平坦度の目標
値と関係特定工程で特定された関係とに基づいて、少なくとも、巻き取り機の入側におけ
る熱延鋼板の幅方向温度差の目標値を定める温度差特定工程と、少なくとも、巻き取り機
の入側における熱延鋼板の幅方向温度差が、温度差特定工程で定められた巻き取り機の入
側における幅方向温度差の目標値となるように、温度変更手段の動作を制御する動作制御
工程と、を有することを特徴とする、熱延鋼板の製造方法である。
【００２３】
　ここに、本発明において、「熱延鋼板の幅方向」とは、粗圧延機や仕上圧延機等によっ
て圧延される熱延鋼板の面において熱延鋼板の進行方向（圧延方向）と直行する方向をい
う。さらに、本発明において、「温度変更手段」は、熱延鋼板を加熱又は冷却することに
より、熱延鋼板の幅方向における温度分布を変更し得る機器をいう。さらに、本発明にお
いて、「少なくとも、熱延鋼板の平坦度を…巻き取り機の入側に備えられる」とは、少な
くとも、仕上圧延機の出側に配置された平坦度計及び幅方向温度計並びに巻き取り機の入
側に配置された平坦度計が、本発明の熱延鋼板の製造装置に備えられることをいう。さら
に、本発明において、「平坦度計が仕上圧延機の出側に備えられ」とは、仕上圧延機を通
過した直後の熱延鋼板の平坦度を測定可能なように、平坦度計が配置されることをいう。
さらに、本発明において、「幅方向温度計が仕上圧延機の出側に備えられ」とは、仕上圧
延機を通過した直後の熱延鋼板の幅方向の温度を測定可能なように、幅方向温度計が配置
されることをいう。ここで、「仕上圧延機を通過した直後」とは、仕上最終圧延機から冷
却装置までの間であり、圧延機のローラ冷却水や冷却装置の水などの影響がなく、安定し
て測定できる箇所であればよく、仕上最終圧延機出側から約２～１５ｍの範囲に設置する
のが好ましい。さらに、本発明において、「平坦度計が巻き取り機の入側に備えられる」
とは、巻き取り機によって巻き取られる直前の熱延鋼板の平坦度を測定可能なように、平
坦度計が配置されることをいう。さらに、本発明において、熱延鋼板を製造する際の「熱
間圧延」の温度は、ロールバイト入側で板温度が約８００℃～約１２００℃の範囲である
。さらに、本発明において、「熱延鋼板の幅方向温度差」とは、熱延鋼板の幅方向中央部
の温度と熱延鋼板の幅方向端部の温度との差をいう。
【００２４】
　また、上記本発明において、さらに、熱延鋼板の幅方向の温度を測定可能な幅方向温度
計が、巻き取り機の入側に備えられることが好ましい。
【００２５】
　ここに、本発明において、「幅方向温度計が、巻き取り機の入側に備えられる」とは、
巻き取り機によって巻き取られる直前の熱延鋼板の幅方向の温度を測定可能なように、幅
方向温度計が配置されることをいう。ここで、「巻き取り機の入側」及び「巻き取られる
直前」とは、例えば、仕上圧延機と巻き取り機との間に備えられる冷却装置（以下、本段
落において「巻き取り前冷却装置」という。）と巻き取り機との間のことをいう。巻き取
り機によって巻き取られる直前の熱延鋼板の幅方向の温度を測定する観点から、「巻き取
り機の入側」及び「巻き取られる直前」は、巻き取り機から巻き取り前冷却装置側に３０
ｍ以下の場所が好ましく、巻き取り機から巻き取り前冷却装置側に６ｍ以上２０ｍ以下程
度の場所とすることがさらに好ましい。
【００２６】
　また、上記本発明において、さらに、熱延鋼板の平坦度を測定可能な平坦度計、及び／
又は、熱延鋼板の幅方向の温度を測定可能な幅方向温度計が、仕上圧延機に備えられるこ
とが好ましい。
【００２７】
　ここに、本発明において、「平坦度計が仕上圧延機に備えられる」とは、仕上圧延機で
圧延されている熱延鋼板の平坦度を測定可能なように、仕上圧延機に備えられる複数のロ
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ールの間に平坦度計が配置されることをいう。さらに、本発明において、「幅方向温度計
が仕上圧延機に備えられる」とは、仕上圧延機で圧延されている熱延鋼板の幅方向の温度
を測定可能なように、仕上圧延機に備えられる複数のロールの間に幅方向温度計が配置さ
れることをいう。
【００２８】
　また、上記本発明において、さらに、熱延鋼板の幅方向の温度を測定可能な幅方向温度
計が、粗圧延機の出側、及び／又は、仕上圧延機の入側に備えられることが好ましい。
【００２９】
　ここに、本発明において、「幅方向温度計が粗圧延機の出側に備えられる」とは、粗圧
延機で圧延された直後の熱延鋼板の幅方向の温度を測定可能なように、幅方向温度計が配
置されることをいう。ここで、「粗圧延機で圧延された直後」とは、粗圧延機のローラ冷
却水などの影響がなく安定して測定できる範囲であり、粗圧延機出側から２０ｍ以内とす
るのが好ましい。さらに、本発明において、「幅方向温度計が仕上圧延機の入側に備えら
れる」とは、仕上圧延機で圧延される直前の熱延鋼板の幅方向の温度を測定可能なように
、幅方向温度計が配置されることをいう。ここで、「仕上圧延機で圧延される直前」とは
、仕上圧延機のローラ冷却水やデスケーラーなどの影響がなく安定して測定できる範囲で
あり、仕上圧延機から約３０ｍ以内とするのが好ましい。
【００３０】
　また、上記本発明において、温度変更手段に、下記（ａ）～（ｈ）からなる群より選択
される１又は２以上が含まれることが好ましい。
  （ａ）熱延鋼板の幅方向端部を加熱可能な、粗圧延機と仕上圧延機との間に設置された
端部加熱装置。
  （ｂ）熱延鋼板の幅方向端部を冷却可能な、粗圧延機と仕上圧延機との間に設置された
端部冷却装置。
  （ｃ）熱延鋼板へ向けて噴射される冷却剤の流量分布を熱延鋼板の幅方向で変更可能な
、仕上圧延機に設置された幅方向冷却装置。
  （ｄ）熱延鋼板と接触する仕上圧延機のロールへ向けて噴射される冷却剤の流量分布を
熱延鋼板の幅方向で変更可能な、仕上圧延機に設置されたロール冷却装置。
  （ｅ）熱延鋼板へ向けて噴射された冷却剤が熱延鋼板の幅方向端部表面へ到達すること
を阻害可能な、仕上圧延機と巻き取り機との間に設置された端部マスキング冷却装置。
  （ｆ）熱延鋼板へ向けて噴射される冷却剤の流量分布を熱延鋼板の幅方向で変更可能な
、仕上圧延機と巻き取り機との間に設置された幅方向冷却装置。
  （ｇ）熱延鋼板へ向けて噴射される冷却剤の、熱延鋼板の幅方向における流量分布が固
定され、かつ、冷却剤の噴射／非噴射を冷却装置毎に変更可能な、仕上圧延機と巻き取り
機との間に設置された複数の冷却装置。
  （ｈ）熱延鋼板の表面及び／又は裏面へ向けて噴射される冷却剤の噴射形態を変更可能
な、仕上圧延機と巻き取り機との間に設置された表裏面冷却装置。
【００３１】
　ここに、本発明において、「冷却剤」とは、冷却媒体のことをいい、特別な薬剤に限定
されるものではなく、冷却媒体であればいずれでも使用可能であり、例えば、単なる水道
水や工業用水も用いることができる。さらに、本発明において、「熱延鋼板へ向けて噴射
される冷却剤の流量分布を熱延鋼板の幅方向で変更可能」とは、例えば、熱延鋼板の幅方
向中央部へ向けて噴射される冷却剤の流量を相対的に多くし、かつ、熱延鋼板の幅方向端
部へ向けて噴射される冷却剤の流量を相対的に少なくする等により、熱延鋼板へ向けて噴
射される冷却剤の流量を、熱延鋼板の幅方向の位置に応じて変動可能であることをいう。
さらに、本発明において、「熱延鋼板と接触する仕上圧延機のロールへ向けて噴射される
冷却剤の流量分布を熱延鋼板の幅方向で変更可能」とは、例えば、熱延鋼板の幅方向中央
部と接触する仕上圧延機のロール表面へ向けて噴射される冷却剤の流量を相対的に多くし
、かつ、熱延鋼板の幅方向端部と接触する仕上圧延機のロール表面へ向けて噴射される冷
却剤の流量を相対的に少なくする等により、仕上圧延機のロールへ向けて噴射される冷却
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剤の流量を、熱延鋼板と接触する仕上圧延機のロールの位置に応じて変動可能であること
をいう。
【００３２】
　また、上記本発明において、温度変更手段に、上記（ｅ）～（ｈ）からなる群より選択
される１又は２以上の冷却装置が含まれ、該冷却装置に、熱延鋼板の平坦度を測定可能な
平坦度計、及び／又は、熱延鋼板の幅方向の温度を測定可能な幅方向温度計が備えられる
ことが好ましい。
【００３３】
　ここに、本発明において、「冷却装置に、熱延鋼板の平坦度を測定可能な平坦度計が備
えられる」とは、仕上圧延機による仕上圧延工程と巻き取り機による巻き取り工程との間
に備えられる冷却工程（以下において単に「冷却工程」ということがある。）で冷却され
ている熱延鋼板の平坦度を測定可能なように、例えば、仕上圧延機と巻き取り機との間に
配置された複数の冷却装置の間等に、平坦度計が配置されることをいう。さらに、本発明
において、「冷却装置に、熱延鋼板の幅方向の温度を測定可能な幅方向温度計が備えられ
る」とは、冷却工程で冷却されている熱延鋼板の幅方向の温度を測定可能なように、例え
ば、仕上圧延機と巻き取り機との間に配置された複数の冷却装置の間等に、幅方向温度計
が配置されることをいう。
【００３４】
　また、上記本発明において、さらに、仕上圧延機によって圧延される熱延鋼板の平坦度
を変更可能な平坦度変更手段、及び、該平坦度変更手段の動作を制御可能な平坦度制御装
置が備えられることが好ましい。
【００３５】
　ここに、「平坦度変更手段」としては、仕上圧延機に備えられる、幅方向の板厚分布を
変更するワークロールベンダー、バックアップロールベンダー、ワークロールシフト、中
間ワークロールシフト、及び、ペアクロス等を例示することができる。
【発明の効果】
【００３８】
　本発明で用いる熱延鋼板の製造装置には、仕上圧延機の出側に平坦度計及び幅方向温度
計が備えられ、かつ、巻き取り機の入側に平坦度計が備えられるので、これらの機器によ
る測定結果を用いて温度変更手段の動作を制御することが可能になる。このようにして動
作が制御された温度変更手段を用いて熱延鋼板の温度を変更しながら熱延鋼板を製造する
と、巻き取り機によって巻き取られる直前の熱延鋼板の平坦度のばらつきを低減すること
ができる。そして、本発明では、平坦度特定工程で定められた平坦度の目標値と、関係特
定工程で特定された熱延鋼板の平坦度と幅方向温度との関係に基づいて、少なくとも、熱
延鋼板の幅方向温度差の目標値が決定され、少なくとも、巻き取り機によって巻き取られ
る熱延鋼板の幅方向温度差が決定された目標値となるように温度変更手段の動作が制御さ
れる。そのため、本発明によれば、製造コストを低減しながら、平坦度に起因する熱延鋼
板の品質不良を低減することが可能な、熱延鋼板の製造方法を提供することができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００４０】
　以下、図面を参照しつつ、本発明の実施の形態について説明する。なお、以下の図面に
示す形態は本発明の例示であり、本発明は図示の形態に限定されるものではない。
【００４１】
　１．第１実施形態
  図１は、第１実施形態にかかる熱延鋼板の製造装置１００（以下において、単に「製造
装置１００」ということがある。）の形態例を簡略化して示す概念図である。図１におい
て、熱延鋼板１０は、紙面の左側から右側へと向かう方向に移動する。図１に示すように
、熱延鋼板１０を製造する製造装置１００は、粗圧延機１、該粗圧延機１の下流側に設置
された連続仕上圧延機２、該連続仕上圧延機２の下流側に設置された巻き取り機３、粗圧
延機１と巻き取り機３との間に設置された温度変更手段４（以下において、「冷却装置４
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」ということがある。）、及び、冷却装置４の動作を制御可能な制御装置５、を具備し、
さらに、連続仕上圧延機２の出側に配置された平坦度計６及び幅方向温度計７、並びに、
巻き取り機７の入側に配置された平坦度計８及び幅方向温度計９を備えている。当該構成
に加えて、製造装置１００は、連続仕上圧延機２の入側に配置された端部加熱装置１１、
連続仕上圧延機２の出側に配置された温度計１２、巻き取り機３の入側に配置された温度
計１３、冷却装置４の動作を制御する制御装置１４、熱延鋼板の平坦度と幅方向温度との
関係を演算し連続仕上圧延機２の出側における熱延鋼板の平坦度の目標値を演算する演算
装置１５、連続仕上圧延機２の動作を制御する制御装置１６、巻き取り機３の入側におけ
る熱延鋼板の平坦度の目標値を演算する演算装置１７、及び、熱延鋼板を巻き取り機３へ
と導くサイドガイド１８を備えている。
【００４２】
　製造装置１００において、連続仕上圧延機２は、幅方向の板厚分布を変更するワークロ
ールベンダー、バックアップロールベンダー、ワークロールシフト、中間ワークロールシ
フト、及び、ペアクロス等の平坦度変更アクチュエータを備えている。また、冷却装置４
は、熱延鋼板１０の上面及び下面へ冷却水を噴射可能なように構成され、冷却水を噴射す
る各スプレーのＯＮ／ＯＦＦを個別に制御可能なように構成されている。また、平坦度計
６及び平坦度計８は、熱延鋼板１０が鋼板の幅方向へ蛇行した場合であっても当該蛇行に
追従可能なように構成され、幅方向の７点の平坦度を同時に測定可能な特徴を有している
。また、温度計１２及び温度計１３は、熱延鋼板１０の幅方向中央部の温度を測定する温
度計である。また、制御装置１４は、巻き取り機３によって巻き取られる熱延鋼板１０の
幅方向中央部の温度を所定の温度に制御するために、予め指定された冷却装置４の各スプ
レー（以下において、単に「各スプレー」ということがある。）の使用順序、並びに、温
度計１２及び温度計１３で測定された幅方向中央部の温度に基づいて、各スプレーに対す
るＯＮ／ＯＦＦ指令を遂次演算し、各スプレーの動作を制御する装置である。
【００４３】
　図２は、製造装置１００を用いて熱延鋼板１０を製造する本発明の熱延鋼板の製造方法
（以下において、「第１実施形態にかかる製造方法」ということがある。）に備えられる
工程の流れを示すフローチャートである。図２に示すように、第１実施形態にかかる製造
方法は、平坦度特定工程（工程Ｓ１）と、関係特定工程（工程Ｓ２）と、温度差特定工程
（工程Ｓ３）と、動作制御工程（工程Ｓ４）と、を有している。以下、図１及び図２を参
照しつつ、本発明について説明を続ける。
【００４４】
　製造装置１００を用いて熱延鋼板１０を製造する際には、まず、これまでの操業におい
て平坦度不良に起因して発生したスリ疵、水乗りマーク、コイラエッジ疵等の品質不良の
実績値と、平坦度計８によって測定された平坦度の実績値との関係を、例えば演算装置１
７に記憶されているデータベースを参照することにより調査し、演算装置１７を用いて、
注目する品質不良が最小になる巻き取り直前の最適な平坦度（＝平坦度の目標値λＣａｉ
ｍ）を特定する（平坦度特定工程）。なお、優先すべき品質は、鋼種、向け先、及び、下
工程等を考慮する必要があるため、熱延鋼板１０を製造する作業者が決定しても良く、当
該決定を自動化できる環境が存在するのであれば、自動で決定しても良い。製造装置１０
０では、演算装置１７を用いて、当該決定を自動的に行う。
【００４５】
　次に、これまでの操業により得られた情報（図４に相当する情報）を用いて、連続仕上
圧延機２の出側における熱延鋼板１０の平坦度（急峻度）λＦと、巻き取り機３の入側に
おける熱延鋼板１０の平坦度（急峻度）λＣとの関係（図４に直線で表される関係）を特
定する。当該関係は、下記式（１）のように表すことができる。
  λＣ＝Ａ×λＦ＋Ｂ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　式（１）
ここに、Ａは図４に表される直線の傾きであり、Ｂは図４に表される直線の切片である。
なお、係数Ａ及び係数Ｂは、鋼種、寸法、及び、冷却装置４の操業条件（具体的には、冷
却装置４の使用率や冷却水の流量。以下において同じ。）毎に特定される。
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  なお、ここでは、説明のしやすさを考慮して、上記式（１）を一次式で表現したが、下
記式（１）’のように、λＣは、λＦと定数Ａ１～Ａｎとからなる関数で表現することも
可能である。
  λＣ＝ｆ（λＦ、Ａ１、…、Ａｎ）　　　　　　　　　　　　　　　　　　式（１）’
【００４６】
　次に、これまでの操業により得られた情報を用いて、巻き取り機３によって巻き取られ
る熱延鋼板１０（以下において、「巻き取り直前の熱延鋼板１０」ということがある。）
の平坦度と連続仕上圧延機２の出側における熱延鋼板１０の幅方向温度偏差との関係（図
５に相当する関係）、及び、巻き取り直前の熱延鋼板１０の平坦度と巻き取り直前の熱延
鋼板１０の幅方向温度偏差との関係（図６に相当する関係）を特定する（関係特定工程）
。なお、これらの関係を用いて導出されるΔＴｆ（図５参照）及びΔＴｃ（図６参照）は
、鋼種、寸法、及び、冷却装置４の操業条件毎に特定される。
【００４７】
　このようにして、熱延鋼板１０の平坦度と幅方向温度偏差との関係を特定したら、これ
らの関係と平坦度の目標値λＣａｉｍとに基づいて、巻き取り直前の熱延鋼板１０の幅方
向温度偏差の目標値ΔＴｃａｉｍを特定する（温度差特定工程）。
【００４８】
　熱延鋼板１０の製造時には、熱延鋼板１０を圧延する度に、平坦度計６並びに平坦度計
８を用いて熱延鋼板１０の長手方向位置及び幅方向位置の同一箇所の急峻度を測定する（
すなわち、平坦度計６を用いて平坦度を測定された熱延鋼板の部位と同一箇所の平坦度を
、平坦度計８を用いて測定する）。そして、平坦度計６によって測定された平坦度の実績
λＦａｃｔ、及び、平坦度計８によって測定された平坦度の実績λＣａｃｔに基づいて、
上記式（１）の係数Ａ及び係数Ｂを演算装置１５にて随時修正する。この修正には、例え
ば、一般に遂次最小二乗法と呼ばれるありふれた手法を用いることができるが、修正方法
は遂次最小二乗法を用いた形態に限定されるものではなく、熱延鋼板１０を製造する作業
者の判断に基づいて修正する形態等とすることも可能である。また、演算装置１５では、
係数Ａ及び係数Ｂのみならず、幅方向温度計７によって測定された幅方向温度、及び、幅
方向温度計９によって測定された幅方向温度に基づいて、図５に表されるΔＴｆ及び図６
に表されるΔＴｃも、遂次更新する。
【００４９】
　さらに、演算装置１５では、熱延鋼板１０を連続仕上圧延機２で圧延する前に、これか
ら圧延する熱延鋼板１０の鋼種、寸法、及び、予定されている冷却装置４の操業条件の情
報に基づいて、過去に修正された係数Ａ及び係数Ｂの情報を読み込む。加えて、演算装置
１５では、熱延鋼板１０を製造する作業者によって、又は、演算装置１５を用いて自動的
に決定された、巻き取り直前の熱延鋼板１０の平坦度の目標値λＣａｉｍに基づいて、連
続仕上圧延機２の出側における熱延鋼板１０の平坦度の目標値λＦａｉｍを算出する。λ
ＣａｉｍとλＦａｉｍとの関係は、上記式（１）を変形した下記式（２）によって表すこ
とができる。
  λＦａｉｍ＝（λＣａｉｍ－Ｂ）／Ａ　　　　　　　　　　　　　　　　　　式（２）
【００５０】
　製造装置１００において、制御装置１６は、連続仕上圧延機２の出側における熱延鋼板
１０の平坦度が、演算装置１５で設定された目標値λＦａｉｍとなるように、連続仕上圧
延機２の平坦度変更アクチュエータの操作量を演算し、当該平坦度変更アクチュエータの
動作を制御する。制御装置１６で平坦度変更アクチュエータの操作量を演算する際の方法
は、特に限定されるものではなく、公知の方法を用いることができる。さらに、演算装置
１６は、平坦度計６で測定された熱延鋼板１０の平坦度が目標値λＦａｉｍと異なる場合
には、熱延鋼板１０を連続仕上圧延機２で圧延している時に、当該情報に基づいて平坦度
変更アクチュエータの操作量を修正するフィードバック制御を行うことで、連続仕上圧延
機２の出側における熱延鋼板１０の平坦度を目標値λＦａｉｍへと修正する機能も有して
いる。
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【００５１】
　製造装置１００において、制御装置５が本発明の特徴的な構成要素である。製造装置１
００における制御装置５は、熱延鋼板１０の幅方向端部のみを加熱する端部加熱装置１１
、及び、熱延鋼板１０の幅方向中央部の温度も変更するが幅方向中央部に対して相対的に
幅方向端部の温度を変更可能な冷却装置４の操作量を演算することができ、制御装置５は
、端部加熱装置１１及び冷却装置４に対する動作指令を制御することができる。
【００５２】
　制御装置５は、端部加熱装置１１及び冷却装置４の操作量を演算し、端部加熱装置１１
及び冷却装置４の動作制御を実行可能なＣＰＵと、このＣＰＵに対する記憶装置とが設け
られている。制御装置５のＣＰＵは、マイクロプロセッサユニット及びその動作に必要な
各種周辺回路を組み合わせて構成され、このＣＰＵに対する記憶装置は、例えば、端部加
熱措置１１及び冷却装置４の操作量演算や動作制御に必要なプログラムや各種データを記
憶するＲＯＭと、ＣＰＵの作業領域として機能するＲＡＭ等を組み合わせて構成される。
当該構成に加えて、さらに、制御装置５のＣＰＵが、ＲＯＭに記憶されたソフトウエアと
組み合わされることにより、製造装置１００における制御装置５が機能する。
【００５３】
　製造装置１００において、平坦度計６、幅方向温度計７、平坦度計８、及び、幅方向温
度計９から制御装置５へ向けて出力された信号は、制御装置５の入力ポートを介して、入
力信号としてＣＰＵへと達する。制御装置５のＣＰＵは、上記入力信号、及び、制御装置
５のＲＯＭに記憶されたプログラムに基づいて、端部加熱装置１１及び冷却装置４の操作
量を演算し、制御装置５の出力ポートを介して、端部加熱装置１１及び冷却装置４に対す
る動作指令を出力する。
【００５４】
　製造装置１００において、制御装置５は、熱延鋼板１０が端部加熱装置１１及び冷却装
置４に到達するまでは、熱延鋼板１０の材質、向け先、及び寸法等の操業条件から予め決
められている操業テーブルに基づいて、端部加熱装置１１の加熱条件（使用有無、加熱位
置、加熱量）や、冷却装置４の各スプレーのＯＮ／ＯＦＦの使用順序を決定する。各スプ
レーのＯＮ／ＯＦＦの具体的な指令は、冷却装置４の入側における熱延鋼板１０の温度、
及び、冷却装置４の出側における熱延鋼板１０の目標温度に応じて、制御装置１４にて演
算される仕組みとなっている。なお、端部加熱装置１１の入側までに熱延鋼板１０の幅方
向の温度を測定可能な幅方向温度計が設置されているか、又は、図示されていない加熱炉
内における熱延鋼板１０の幅方向温度分布の計算値、若しくは、粗圧延機１の出側におけ
る熱延鋼板１０の幅方向温度分布の計算値等が取り込めるシステム構成であれば、連続仕
上圧延機２の出側における熱延鋼板１０の幅方向温度偏差ΔＴｆの予測値が、連続仕上圧
延機２の出側における熱延鋼板１０の幅方向温度偏差の目標値ΔＴｆａｉｍとなるように
、端部加熱装置１１の加熱条件を演算すべきである。幅方向温度偏差の予測方法は、例え
ば、『「鉄鋼業における制御」、第６５頁～第６６頁、コロナ社』に記載されている差分
式の伝熱計算方法等を用いることができる。
【００５５】
　熱延鋼板１０の先端が連続仕上圧延機２の出側に配置された平坦度計６、幅方向温度計
７、及び、温度計１２を通過した後は、巻き取り直前の熱延鋼板１０の幅方向温度偏差が
制御装置５で予め決めた目標値ΔＴｃａｉｍとなるように、制御装置１４によって、冷却
装置４に備えられる各スプレーのＯＮ／ＯＦＦ指令が演算される。この演算は、平坦度計
６によって測定された熱延鋼板１０の平坦度実績λＦａｃｔ、幅方向温度計７によって測
定された熱延鋼板１０の幅方向温度偏差実績ΔＴｆａｃｔ、及び、温度計１２によって測
定された熱延鋼板１０の幅方向中央部の温度実績Ｔｆａｃｔに基づいて行われる。演算の
概要は以下のとおりである。
【００５６】
　まず、制御装置１４は、冷却装置４に備えられる各スプレーの初期設定されたＯＮ／Ｏ
ＦＦ使用順序、及び、上記Ｔｆａｃｔを用いて、巻き取り直前の熱延鋼板１０の幅方向中
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央部の温度Ｔｃを予測計算し、この温度ＴｃがＴｃａｉｍとなるように、各スプレーに対
する指令を算出する。各スプレーに対する指令（以下において、「スプレー指令」という
ことがある。）の算出式は、下記式（３）のように記述することができる。
  Ｘ＝ｆ（Ｙ、Ｔｆａｃｔ、Ｔｃａｉｍ）　　　　　　　　　　　　　　　　　式（３）
ここに、Ｘはスプレー指令、Ｙは下記式（４）でも登場する各スプレーのＯＮ／ＯＦＦ使
用順序（式（３）においては、初期設定されたＯＮ／ＯＦＦ使用順序も含む。）であり、
ｆは関数である。
【００５７】
　次に、制御装置５では、上記λｆａｃｔ、上記ΔＴｆａｃｔ、及び、上記Ｘを用いて、
巻き取り直前の熱延鋼板１０の幅方向温度偏差ΔＴｃを予測計算し、この幅方向温度偏差
ΔＴｃが上記目標値ΔＴｃａｉｍとなるように、各スプレーのＯＮ／ＯＦＦ使用順序を算
出する。各スプレーのＯＮ／ＯＦＦ使用順序の算出式は、下記式（４）のように記述する
ことができる。
  Ｙ＝ｇ（λＦａｃｔ、ΔＴｆａｃｔ、ΔＴｃａｉｍ、Ｘ）　　　　　　　　　式（４）
ここに、Ｘは上記式（３）で算出されたスプレー指令であり、ｇは関数である。
【００５８】
　製造装置１００を用いた熱延鋼板１０の製造時には、上記式（３）で算出されたＸを上
記式（４）へと代入することによりＹを算出し、算出されたＹを上記式（３）へ代入する
ことによりＸを算出し、算出されたＸを上記式（４）へと代入することによりＹを算出し
、という処理が繰り返され、式（４）を経る直前に式（３）で算出されたＸと、式（４）
を経た直後に式（３）で算出されたＸとが一致するようになるまで収束計算が行われる。
このような収束計算を行うことにより、巻き取り直前の熱延鋼板１０の幅方向中央部の温
度Ｔｃが下記式（５）を満たし、巻き取り直前の熱延鋼板１０の幅方向温度偏差ΔＴｃが
下記式（６）を満たすような、スプレー指令Ｘ、並びに、各スプレーのＯＮ／ＯＦＦ使用
順序Ｙを算出する。そして、かかる算出結果に基づいて、冷却装置４の動作が制御される
（動作制御工程）。
  ｜Ｔｃａｉｍ－Ｔｃ｜＜δ１　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　式（５）
  ｜ΔＴｃａｉｍ－ΔＴｃ｜＜δ２　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　式（６）
ここに、δ１及びδ２は収束判定用の定数であり、熱延鋼板１０が満たすべき品質等に応
じて、任意の値とすることができる。
【００５９】
　以上、説明したように、第１実施形態にかかる本発明によれば、連続仕上圧延機２の出
側に配置された平坦度計６、幅方向温度計７、及び、温度計１２による測定値、並びに、
巻き取り機３の入側に配置された、平坦度計８、幅方向温度計９、及び、温度計１３によ
る測定値を用いて決定された動作指令に基づいて、連続仕上圧延機２及び冷却装置４を動
作させることにより、巻き取り機３によって巻き取られる熱延鋼板１０の幅方向中央部の
温度、及び、幅方向温度偏差が制御される。このようにして熱延鋼板１０の幅方向中央部
の温度、及び、幅方向温度偏差が制御されると、熱延鋼板１０の平坦度のばらつきを低減
することができるので、平坦度に起因する熱延鋼板の品質不良を低減することが可能な、
熱延鋼板の製造装置及び熱延鋼板の製造方法を提供することができる。
【００６０】
　２．第２実施形態
  図３は、第２実施形態にかかる熱延鋼板の製造装置２００（以下において、単に「製造
装置２００」ということがある。）の形態例を簡略化して示す概念図である。図３におい
て、熱延鋼板２０は、紙面の左から右へと向かう方向に移動する。図３において、図１と
同様の構成を採るものには、図１にて使用した符号と同符号を付し、その説明を適宜省略
する。
【００６１】
　図３に示すように、熱延鋼板２０を製造する製造装置２００は、連続仕上圧延機２に熱
延鋼板２０の幅方向端部を冷却する端部冷却装置１９及び熱延鋼板２０の幅方向端部を加
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熱する端部加熱装置２１が配置され、冷却装置４に熱延鋼板２０の幅方向端部を冷却する
端部冷却装置２２が配置され、冷却装置４の入側に熱延鋼板２０の幅方向端部を加熱する
端部加熱装置２３が配置された点を除き、製造装置１００と同様に構成されている。
【００６２】
　端部加熱装置１１、端部冷却装置１９、及び、端部加熱装置２１の動作条件は、熱延鋼
板２０の先端が平坦度計６、及び、幅方向温度計７を通過するまでは、粗圧延機１の出側
における熱延鋼板２０の幅方向温度分布の実績値又は予測値に基づいて、伝熱計算等で求
めた連続仕上圧延機２の出側における熱延鋼板２０の幅方向温度偏差ΔＴｆの予測値がΔ
Ｔｆａｉｍとなるように、制御装置５によって計算される。製造装置２００において、端
部加熱装置１１、端部冷却装置１９、及び、端部加熱装置２１の動作は、制御装置５によ
って制御される。
【００６３】
　そして、熱延鋼板２０の先端が平坦度計６、及び、幅方向温度計７を通過した後は、Δ
ＴｆａｃｔがΔＴｆａｉｍとなるように、端部加熱装置２１及び端部冷却装置１９の動作
条件が制御装置５によって修正される。
【００６４】
　製造装置２００を用いた熱延鋼板２０の製造方法（以下において、「第２実施形態にか
かる製造方法」ということがある。）において、冷却装置４の各スプレーのＯＮ／ＯＦＦ
使用順序は、上記第１実施形態にかかる製造方法と同様に、巻き取り直前の熱延鋼板２０
の幅方向温度偏差ΔＴｃを予測計算し、この幅方向温度偏差ΔＴｃが目標値ΔＴｃａｉｍ
となるように算出される。ここで、製造装置２００を用いた熱延鋼板２０の製造方法は、
上記第１実施形態にかかる製造方法と同様に、平坦度特定工程と、関係特定工程と、温度
差特定工程と、動作制御工程と、を有している。第１実施形態にかかる製造方法と第２実
施形態にかかる製造方法との違いは、第２実施形態にかかる製造方法の動作制御工程で冷
却装置４の各スプレーのＯＮ／ＯＦＦ使用順序を算出する際に、端部冷却装置２２及び端
部加熱装置２３の制御率（０％の場合は未使用、１００％の場合は設備能力の全てを利用
する。）を考慮する点である。第２実施形態にかかる製造方法における、各スプレーのＯ
Ｎ／ＯＦＦ使用順序（Ｚ）の算出式を式（７）に、当該式（７）で使用される端部加熱装
置２３の加熱条件の算出式を式（８）に、式（７）で使用される端部冷却装置２２の冷却
条件の算出式を式（９）に、それぞれ示す。
  Ｚ＝ｇ１（Ｃ１、Ｃ２、λＦａｃｔ、ΔＴｆａｃｔ、ΔＴｃａｉｍ、Ｘ）　　式（７）
  Ｃ１＝ｇ２（Ｃ３、Ｃ４、λＦａｃｔ、ΔＴｆａｃｔ、ΔＴｃａｉｍ、Ｘ）　式（８）
  Ｃ２＝ｇ３（Ｃ３、Ｃ４、λＦａｃｔ、ΔＴｆａｃｔ、ΔＴｃａｉｍ、Ｘ）　式（９）
ここに、Ｃ１は端部加熱装置２３による加熱条件、Ｃ２は端部冷却装置２２による冷却条
件である。また、Ｃ３は端部加熱装置２３の制御率、Ｃ４は端部冷却装置２２の制御率で
ある。端部加熱装置２３の制御率Ｃ３及び端部冷却装置２２の制御率Ｃ４は、これらの駆
動に要するコストや、冷却装置４による幅方向温度変化量に応じて設定すべき操業パラメ
ータである。
【００６５】
　第２実施形態にかかる製造方法の動作制御工程では、まず、巻き取り直前の熱延鋼板２
０の幅方向温度偏差Ｔｃを予測計算する。次いで、予め指定した端部加熱装置２３の制御
率、及び、端部冷却装置２２の制御率の範囲内で、予測計算された幅方向温度偏差ΔＴｃ
が目標値ΔＴｃａｉｍとなるように、上記式（８）及び上記式（９）により、端部加熱装
置２３による加熱条件Ｃ１及び端部冷却装置２２による冷却条件Ｃ２を算出する。そして
、算出された加熱条件Ｃ１及び冷却条件Ｃ２も加味して、上記式（７）により、各スプレ
ーのＯＮ／ＯＦＦ使用順序を算出する。なお、上記説明では、上記式（８）及び上記式（
９）により、加熱条件Ｃ１及び冷却条件Ｃ２を算出し、その後、上記式（７）により各ス
プレーのＯＮ／ＯＦＦ使用順序Ｚを算出しているが、本発明は当該形態に限定されるもの
ではない。本発明では、加熱条件Ｃ１、冷却条件Ｃ２、及び、各スプレーのＯＮ／ＯＦＦ
使用順序Ｚを同時に算出すべく、上記式（７）～（９）を組み合わせることも可能である
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。
【００６６】
　本発明の熱延鋼板の製造方法に関する上記説明では、平坦度特定工程と温度差特定工程
との間に関係特定工程が存在する形態を例示したが、本発明の熱延鋼板の製造方法は、当
該形態に限定されるものではない。本発明の熱延鋼板の製造方法は、温度差特定工程の前
に、平坦度特定工程及び関係特定工程が存在していれば良く、関係特定工程と温度差特定
工程との間に平坦度特定工程が存在する形態とすることも可能である。
【００６７】
　本発明の熱延鋼板の製造方法において、ΔＴｆａｉｍ及びΔＴｃａｉｍの値は、特に限
定されるものではないが、熱延鋼板の製造コストを低減可能にする等の観点からは、０（
ゼロ）以外の値とすることが好ましい。
【００６８】
　また、粗圧延機と巻き取り機との間に温度変更手段が配置されている製造装置を用いる
本発明の熱延鋼板の製造方法において、熱延鋼板を圧延する前から予め決まっている操業
条件に基づいて、粗圧延機の出側から巻き取り機の直前までに設置した温度変更手段（熱
延鋼板の幅方向の温度分布を変更可能な温度変更手段。以下において同じ。）を初期設定
するとともに、熱延鋼板の先端が仕上圧延機の出側に設置した幅方向温度計を通過した後
は、当該幅方向温度計による測定結果に基づいて、粗圧延機の出側から巻き取り機の直前
までに設置されている温度変更手段の動作条件を修正することにより、仕上圧延機の出側
における熱延鋼板の幅方向温度偏差が、設定されている仕上圧延機の出側における熱延鋼
板の幅方向温度偏差の目標値（以下において、「仕上出側の目標値」ということがある。
）になるように、粗圧延機の出側から巻き取り機の直前までに設置されている温度変更手
段の動作を制御することが好ましい。かかる形態（以下において、「第１形態」というこ
とがある。）とすることにより、平坦度に起因する熱延鋼板の品質不良を低減することが
容易になる。
【００６９】
　また、仕上圧延機の出側と巻き取り機との間に温度変更手段が配置されている製造装置
を用いる本発明の熱延鋼板の製造方法において、熱延鋼板の先端が仕上圧延機の出側に設
置した幅方向温度計を通過した後は、当該幅方向温度計による測定結果に基づいて、幅方
向温度計と巻き取り機との間に設置されている温度変更手段の動作条件を修正することに
より、巻き取り直前の熱延鋼板の幅方向温度偏差が、設定されている巻き取り機直前の熱
延鋼板の幅方向温度偏差の目標値（以下において、「巻き取り直前の目標値」ということ
がある。）になるように、幅方向温度計と巻き取り機との間に設置されている温度変更手
段の動作を制御することが好ましい。かかる形態（以下において、「第２形態」というこ
とがある。）とすることにより、平坦度に起因する熱延鋼板の品質不良を低減することが
容易になる。
【００７０】
　また、粗圧延機と仕上圧延機の出側との間、及び、仕上圧延機の出側と巻き取り機との
間に温度変更手段が配置されている製造装置を用いる本発明の熱延鋼板の製造方法におい
て、熱延鋼板を圧延する前から予め決まっている操業条件に基づいて、粗圧延機の出側か
ら巻き取り機の直前までに設置した温度変更手段を初期設定するとともに、熱延鋼板の先
端が仕上圧延機の出側に設置した幅方向温度計を通過した後は、当該幅方向温度計による
測定結果に基づいて、粗圧延機と仕上圧延機の出側との間に設置されている温度変更手段
の動作条件、及び、仕上圧延機の出側と巻き取り機との間に設置されている温度変更手段
の動作条件を修正することにより、仕上圧延機の出側における熱延鋼板の幅方向温度偏差
が仕上出側の目標値になるように、粗圧延機と仕上圧延機の出側との間に設置されている
温度変更手段の動作を制御し、かつ、巻き取り直前の熱延鋼板の幅方向温度偏差が巻き取
り直前の目標値になるように、仕上圧延機の出側と巻き取り機との間に設置されている温
度変更手段の動作を制御することが好ましい。かかる形態（以下において、「第３形態」
ということがある。）とすることにより、平坦度に起因する熱延鋼板の品質不良を低減す
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【００７１】
　また、上記第１形態～上記第３形態において、さらに、巻き取り機の入側に設置した平
坦度計の近傍に幅方向温度計が設置されている場合、熱延鋼板の先端が、巻き取り機の入
側に設置した平坦度計の近傍に設置した幅方向温度計（以下において、「巻き取り機直前
の幅方向温度計」ということがある。）を通過した後は、巻き取り機直前の幅方向温度計
による測定結果に基づいて、粗圧延機と巻き取り機との間に設置されている温度変更手段
の動作条件を修正することにより、仕上圧延機の出側における熱延鋼板の幅方向温度偏差
が仕上出側の目標値になるように、及び／又は、巻き取り直前の熱延鋼板の幅方向温度偏
差が巻き取り直前の目標値になるように、粗圧延機と巻き取り機との間に設置されている
温度変更手段の動作を制御することが好ましい。かかる形態（以下において、「第４形態
」ということがある。）とすることにより、平坦度に起因する熱延鋼板の品質不良を低減
することが一層容易になる。
【００７２】
　また、上記第１形態～上記第４形態において、さらに、平坦度計による測定結果も考慮
して、粗圧延機と巻き取り機との間に設置されている温度変更手段の動作を制御すること
が好ましい。かかる形態（以下において、「第５形態」ということがある。）とすること
により、平坦度に起因する熱延鋼板の品質不良を低減することが一層容易になる。
【００７３】
　また、上記第１形態～上記第５形態において、さらに、仕上圧延機と巻き取り機との間
に冷却装置が設置されている場合、当該冷却装置によって冷却された熱延鋼板の温度変化
形態も考慮して、粗圧延機と巻き取り機との間に設置されている温度変更手段の動作を制
御することが好ましい。かかる形態とすることにより、平坦度に起因する熱延鋼板の品質
不良を低減することが一層容易になる。
【００７４】
　また、本発明の熱延鋼板の製造方法において、熱延鋼板の幅方向温度偏差、及び、熱延
鋼板の幅方向中央部の温度が、巻き取り直前の熱延鋼板の目標値となるように、粗圧延機
と巻き取り機との間に設置されている温度変更手段の動作を制御することが好ましい。か
かる形態とすることにより、平坦度に起因する熱延鋼板の品質不良を低減することが一層
容易になる。
【００７５】
　また、本発明の熱延鋼板の製造方法において、平坦度計の測定視野と幅方向温度計の測
定視野とが重なった場合であっても平坦度計による測定及び幅方向温度計による測定が行
えるようにする等の観点からは、平坦度計の測定波長と幅方向温度計の測定波長とが互い
に異なるように設定することが好ましい。
【実施例】
【００７６】
　中炭素材の全製造寸法を対象に、上記第１実施形態にかかる製造方法（以下において、
「本発明例の製造方法」ということがある。）と、従来技術である特許文献１の技術によ
る製造方法（以下において、「比較例１の製造方法」ということがある。）と、従来技術
である特許文献１の技術と特許文献２の技術とを単に組み合わせた技術による製造方法（
以下において、「比較例２の製造方法」ということがある。）と、を実施し、効果を比較
した。結果を表１に併せて示す。ここで、「中炭素材」とは、Ｃ含有量が０．３～０．７
％の鋼板をいう。また、「全製造寸法」とは、製造している中炭素材の全ての条件を意味
する。なお、それぞれの供試材の個数を１０００とした。
【００７７】
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【表１】

ここに、「駆動コスト」とは、製造に要した燃料・電力量の総費用のことで、比較例１を
１としたときの相対値で表示している。さらに、「幅方向温度偏差」とは、幅方向中央の
温度と幅方向端部（板の側面から２５～１００ｍｍ内側の部位の平均値）の温度との差を
いう。さらに、「幅方向温度偏差の平均」とは、前記で定義した温度偏差を対象材全てに
ついて単純に平均処理した値のことをいう。さらに、「品質不良」とは、形状が原因で発
生したと考えている品質不良であり、スリ疵、水乗りマーク、コイラエッジ疵を含む総和
のことで、比較例１を１としたときの相対値で表示している。
【００７８】
　表１より、比較例１の製造方法の結果と比較例２の製造方法の結果とを比較すると、比
較例２の製造方法では幅方向温度偏差を低減する手段があるため、比較例１の製造方法で
は、巻き取り前幅方向温度偏差の平均（以下において、「温度偏差の平均」という。）が
２０．４℃であったのに対し、比較例２の製造方法では、温度偏差の平均を３．１℃にま
で低減できた。さらに、比較例１の製造方法では、巻き取り前幅方向温度偏差の標準偏差
（以下において、「温度偏差の標準偏差」という。）が１９．３℃であったのに対し、比
較例２の製造方法では、温度偏差の標準偏差を１０．１℃にまで低減できた。ところが、
比較例２の製造方法では、仕上圧延機出側付近における幅方向温度分布がほぼ一様になる
ように制御するため、仕上圧延機の出側に設置した温度変更手段の駆動コストが増大し、
比較例１の製造方法における駆動コストを１としたとき、比較例２の製造方法における駆
動コストは１．７となった。また、比較例１の製造方法における、平坦度に起因する熱延
鋼板の品質不良を１としたとき、比較例２の製造方法における、平坦度に起因する熱延鋼
板の品質不良は１．５１となった。これは、比較例１の製造方法において、幅方向温度偏
差が平均的に、例えばΔＴである状況下で求められた、仕上圧延機の出側における熱延鋼
板の平坦度と巻き取り前の熱延鋼板の平坦度との関係（図４に相当する関係）を、比較例
２の製造方法では無視して幅方向温度偏差がゼロになるように制御してしまうため、仕上
圧延機の出側における熱延鋼板の平坦度と巻き取り前の熱延鋼板の平坦度との関係を崩し
、結果として、巻き取り前の平坦度を目標どおりに製造できなかったことが原因である。
【００７９】
　これに対し、本発明例の製造方法の結果と比較例１の製造方法の結果とを比較すると、
本発明例の製造方法では幅方向温度偏差がΔＴ（＞０）となるように冷却装置を駆動した
ため、温度偏差の平均（１９．６℃）及び駆動コスト（１．１）を比較例１の製造方法と
同程度に維持しながら、温度偏差の標準偏差を９．４℃にまで低減することができ、さら
に、平坦度に起因する熱延鋼板の品質不良を０．６５にまで低減することができた。すな
わち、本発明例の製造方法によれば、仕上圧延機の出側における熱延鋼板の平坦度と巻き
取り前の熱延鋼板の平坦度との関係のばらつきを低減できたことによって、巻き取り前の
熱延鋼板の平坦度を目標どおりに製造できる頻度が向上し、その結果、平坦度に起因する
熱延鋼板の品質不良を低減できたと言える。以上より、本発明によれば、装置の駆動コス
トの増大を抑制しながら、平坦度に起因する熱延鋼板の品質不良を低減することが可能に
なることが確認された。
【図面の簡単な説明】
【００８０】
【図１】熱延鋼板の製造装置１００の形態例を簡略化して示す概念図である。
【図２】本発明の熱延鋼板の製造方法に備えられる工程の流れを示すフローチャートであ
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【図３】熱延鋼板の製造装置２００の形態例を簡略化して示す概念図である。
【図４】仕上圧延機の出側における熱延鋼板の平坦度と巻き取り直前の熱延鋼板の平坦度
との関係を示す図である。
【図５】巻き取り直前の熱延鋼板の平坦度と仕上圧延機の出側における熱延鋼板の幅方向
温度偏差との関係を示す図である。
【図６】巻き取り直前の熱延鋼板の平坦度と巻き取り直前の熱延鋼板の幅方向温度偏差と
の関係を示す図である。
【符号の説明】
【００８１】
　１…粗圧延機
　２…連続仕上圧延機
　３…巻き取り機
　４…冷却装置（温度変更手段）
　５…制御装置
　６…平坦度計
　７…幅方向温度計
　８…平坦度計
　９…幅方向温度計
　１０…熱延鋼板
　１１…端部加熱装置
　１２…温度計
　１３…温度計
　１４…制御装置
　１５…演算装置
　１６…制御装置
　１７…演算装置
　１８…サイドガイド
　１９…端部冷却装置
　２０…熱延鋼板
　２１…端部加熱装置
　２２…端部冷却装置
　２３…端部加熱装置
　１００…熱延鋼板の製造装置
　２００…熱延鋼板の製造装置
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